
2003年 新登録患者 多剤耐性結核 20～ 50歳代 日本人

(総数 1895人)

2003年 新登録患者 多剤耐性結核 20～ 50歳代 外国人

(総撃 236人)ぁ
り

2003年 新登録患者 多剤耐性結核 20～ 50歳代 住所不定者等(日本人)

(総数 205人)

あり
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3都市型結核としての再興

罰 囲 鵬 離 7妬
結核は、都市化の進展の中で、その時々の社会状況に合わせて、生存を続けています。

全国の都道府県ごとのり患率の推移からも、結核が大都市に集中的にまん延している傾

向がうかがえます。

そこで、ここでは、大都市に顕著な結核の特徴を、都市型結核として分析します。

(1)住 所不定者の感染

○ 都の結核感染の特徴的な年代である20歳代～50歳代までの新登録患者数|よ 2
003年 (平成150に |よ 2, 161人でしたがtそのうち、約 1害」の205人
がt住所不定者等でした。

これをさらに分析すると、路上 ({蕩万薇D66%、 建設宿舎 15°/Q簡易宿泊所

13°/Q IEB民室を有する施設6%と続いています。

2003年 新登録患者 住所不定者等(20～ 50歳代)内訳

(総数 205人 )

簡易宿泊所

13%

仮眠室を有する

搬
6°Z

○ さらに、この住所不定者等を年代別に見ると、50歳代が65%を占めています。

また、排菌状況を見ると、周囲の人に感染させるおそれがある喀痰塗抹陽性者 (*)

は、54.6%を占めています。
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*喀痰塗株腸性患者について

痰をガラスの板 (スライドグラス)に塗りつけて染色し、顕微鏡で観察する検査方法を喀痰塗抹検査と

ぃい、この検査で陽断 を示した患者和客痰塗抹陽時 といいます。

2003年 新登録患者 住所不定者等(20～ 50歳代)年齢階層別割合(上働

/登録時の排菌状況(下詢

20-29備証

4%

(総数 205人)

30～ 39歳

8%

(総数 205人 )

□ 喀痰塗抹陽性初回治療   □ 喀痰塗抹陽性再治療     □ その他の菌陽性

圏 菌陰性その他  、    □ 肺外結核
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○ 住所不定者問題は、都市部における深亥」な社会問題ですが、結核対策において急

極めて重要な課題です。特別区部における路 卜牛活者の結核り患率を、路上生活者概

数 (5,585人 :平成14年調査結果)と結核患者数 (132人 :平成14年路上

生活患者数)とをもとに計算すると、人□10亀ヽ 此Lで、2,363.5と なり、

他と比較できない高い率であることがわかります。

○ なお、先に都の特徴として、50歳代にもピークがあることを指摘しました力ヽ 5
0歳代を中心としたり患率の高い地域|よ 住所不定者等の問題を抱えた地域と重なっ

ています。

○ 住所不定者に関する結核対策で|よ 生活に困窮していること、不規貝」な生活から治

療中断が生じやす<t再発や薬剤耐性化を招きやすいこと、結核に対する知識の不足

から治療拒否を招く傾向が 螢いことなどが、特に留意するべき課題です。

(2) 夕旧 人結核

0 2003年 (平成15年)の都における新登録患者数|よ 4,029人でしたよ

このうち外国人|よ 235人 (5.80/。Mでした。

新登録患者における外国籍の推移

脚 銅

緻 ω 内 外国籍 倍恰 ) イ
`:ヽ

3:'t  (,ノ 、ヽ) 内 外国籍 (割合)

1999年 4,693 202人

“

.3) 43,818 821  0. e)

2000年 4,541 231人 6.1〉 39,384 837人 0.1)

2oor+ 4,116 229A  〈5.6) 35,489 866人 夕。4)

2oo2+ 3,936 224人 〈5.7) 32,828 824人 0.5)

2oo3+ 4,029 235人 も.8) 31,638 906人 ●.9〉

○ 特徴的なのは、年代別に分析すると、20歳代が53.8°/R30歳代が26.3%
で、この2つの年代で、8害」を超えていることです。

また、在住5年以内の者が67%を占めています。
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2003年 新登録患者 外国人 年齢階級

50´-59農義

2_1%
40-49滝証

8.9%

70-79貴読

、ヽ     3.4% 15～ 19歳
3.0%

2003年 新登録患者 外国人 日本在住期間

(総数 236人 )

○ 職業別に見ると、学生 (日本語学校)が約 3害」であり、以下、コ 融 飲食店従事者、

無職となります。
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2003年新登録患者 外国人 性別岬鎖鵠J人数

(総数 236人 )

○ 国籍別では、次図のとおりです。

○ 新登録患者数に占める外国人の害」含|よ 全国的にも年″増加していますが、都では、

その割合が2倍以上であり、外国人の率群刻嚇衰¬臥 重要な課題となつています。

不
明
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他
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）

主

婦

学

生

（
日
本

語
学
校

）

37~~~~~―
――

2003年 新登録患者 外国人 国籍

フィリピン

15%
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○ 来日したばかりの外国人では、結核の症状がある場合でも、会話の困難性や慣習の相

違などから医療機関による治療を受けに<いこと、学校や職場における健康診断を受診

しにくいこと、医療保険が適用されないこと、また超過滞在者も存在することなど、様寂

な特殊事情を抱えているケースもありま硯

(3) 若年層への広がり

○ 先に見たように、都の若年層、特に20歳代の結核り患率は、全国水準よりも著し<

高<、 社会生活が始まる世代を中心に新たな感染が生じている状況がうかがえます。

こ硼頃向|よ 他の大都市でも同様であり、歓 結核が高齢者から、若年層を中心と

した都市型結核へ移る可能性が高いことを示唆しています。

若鋼 寺□謙染臥 「冬眠状態」を経て、加齢等に伴う免疫力の低下とともに発病する

という結核の特性を踏まえるなら|よ 文」策を進めるうえで、若年層への広がりを防止す

ることはとても重要です。

2003年
`報

制鵠賜1り患率 男女計

(人 口 10万対 )

120

100

80

60

40

20

0

一
東京都 (外 国籍含む)

一
東京都 (外 饒 含まない)

―
錮  (外 酪 含む)

亀ヽ亀聰ヽムヽヽLヽヽ＼兆ねヽLヽ
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20歳代・30歳代のり患率の年次推移

(人 口 10万 対 )

― -20-29冑轟

―B-30-39

○ 者倒こおける20歳代及び30歳代 (日本人のみ)の新登録患者を職業別にみると、事

務などの内勤系業務が男女とも最も多<、 男性で|よ 工場 L製造・工事関1系 (事務系以

夕つ が、女性では、医療系 (医師・看護師)が続いています。
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2003年 新登録患禅 0～39歳 (日本人渭霧鵠J男女

(全体 919人 )(人 )
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o かつて、国民病と呼|れた頃に結核を経験した世代とは異なり、若年層に|よ 結核に

対する知識が不足しています。

例え|よ 都が実施した調査では、20歳代男性の半数以上が、聯舗劾 ま`わりの人に

感染するおそれがある病気」であることを認識していませんでした。

対策上の重要な課題です。
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Ⅲ 現代型口都市型結核を克服する都の戦略指針

1 裂      

…

`

1  本章では、これまで分析してきた現代型・都市型結核に対する処方箋として、都の総合

1 的な取組を、独自の数値目標を含めた“戦略指針 'として構築し、結核感染の脅威から、都

1 民の安全・安心を確保します。

―

― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 一
―

―
‐

― ― ― ― ― ― ― ― ―
‐ ― ― ―

☆ :基本的な考え方

現代型・都市型結核を克服するための都の戦略指針を構築するために、次の4つを

基本的な考え方として位置付けます。

1科学的根拠に基づいた効率的慮結核対策の推進

統計‖彗隈の分析や最新の医学的知見に基づいた個別的対応など、科学的な根拠に基

づき、課題を明確にした上で、効廓的な結核対策を推進します。

2重点対象への集中的取組

現代型・都市型結核の撲減に向けた取組を進めてい<ため、感染・発病を起こt/●

すい対象や施設に対して|よ 集中的な対策を行います。

3予防から治療までを支える地域における仕組みづくり

結核のまん延防止に|よ 予防のための取組はもちろん、早期発見 。早期治療に努め

ることなど適切な医療の提供を確保することが必要です。

このため、医療機関、保健所、福祉事務所等の地域の関係機関を含めた予防から治

療までを支える仕組みづ<りを進めていきます。

4広域的な連携体制の構築

的確かつ効率的な結核対策を進めてい<ため、自治体の枠を越えた広域的な連携体

制を構築することが必要です。

そのたは lk8~JTを設置、運営する都と特別区が、共通目標を設定することなど、

一層の連携を進める懸要があります。

また、法律上、予防接種や定期健康診断などを行うこととされている市町村と都の

保OJTとが施策を協調し 総含的に結核対策を進めてい<必要があります。
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プ″ 燿妻%豪「4場

"躍

多ブノ

【目標1】

力 ″ 7θケi平成22年)|こお
=す
る部内の生勧 1月時点

=こ
お

=す
るBCC働野∽

β裸哲、95%以上とιま九

≪ヨ ょ脚 ≫

○ ツベルクリン反応検査の廃止・直接BCG接種制度への的確な対応

○ 現代型・都市型結核患者への検診の重′点化

○ 院内感染防止対策の徹底、研修等の充実

(1)予防接種

○ 結核の予防対策として、BCG(*)接種|よ 特に享拗児期における結核の発病・

重症イじ防止に極めて有効とされています。

* BCGワクチンについて

BCGワクチン(Bacille de Cttette一 Guerln)は、フランスのシくスツール研究所で、カルメット

(Cahette)とグラン(Guerin)に より開発された弱毒化ウシ型抗酸菌を用いたワクチンで、広く世界的に

用いられています。

1909年に乳牛より分離された強毒ウシ型菌を、230代育て、実験動物に接種しヽ 発病させない

ことが確轟され、1921年に人体試験が開疑 れました

我が国へは、1925年に持ち込まれ、1965年 172代 目の菌が標準株CTOKY0172)と 定められ、

ワクチン製造に用いられています。

○ 予防接種に|よ 区市町村 局棋 手し児に対 して行う定期の予防接種と都道府県XEl事が

結核予防上特に必要があると認めるときに行う定期タトの予防接種とがあります。

○ このうち、定期の予防接種について、2005年 (平成17年)4月から、改正

結核予防法の施行に合わせて、次のように取扱いが変更されました。

ネ ツベルクリン反応検査について

ツベルクリンとは、コッホにより発見された抗原物質のこと。

結核菌の感染を受けた生体等に、ツベルクリンを皮内注射すると、その局所に48時間をピークとし

第 1に、予防接種に先立つて行われていたツベルクリン反応検査 (*)が廃止

されました。

‐24



て出現する発示・硬結を主醍 する皮膚反応がこ ります。これをツベルクリン反応といい、わが国で

は、長径が10-以上のものを陽性と判定しています。

但し、全身状態が悪い場合や手L児、免疫不全の場合など、結核に感染していても、ツベルクリン反

応が陰性になる場合も多く、絶対的な検査ではありません。

○ これまで|よ 結核に感染していないことをツベルクリン反応検査で確認してから、

予防のために B03接種を行つていましたが、結核り患率の低下に伴い、手勁 児の感

染が減少したことから、ツベルクリン反応検査を廃止し 臨 の直接接種を行うこ

とにしたものです。

ただ臥 今後|よ 既感染者に対して Bα3接種を行う可能性が出て<ることから、

区市町村|よ 健康被害対策が速やかに行えるよう、保健所、医療機関との連携体制の

3剣ヒや、コッホ現象 (*)、 副反応などについて、最新の医学的矢0見を深め、関係者

に周矢口するよう努めてい<必要があります。

* コッポ現象こついて

コッホは、動物の皮膚に結核菌を・MLた 場合、結核に、既に感染している場合には、感染してい

ない場合に比べて、局所反応がス かつ強度に出現し、治癒も早いことを発見しました。これをコッホ

現象といいます。免疫のある個体に菌が侵入したときに起 る局所の防衛過程であると理解されてい

ます。

なお、コッホ現象が出硯した場合には、結核感染の有無を確認する必要性が高いことから、区市町

村は、接種を受けた者から報告を受けるとともに、報告をした者に醐 関で必要な検査等を受ける

よう勧奨することが望まれます。

第2に、予防接種は、これまで4歳に達するまでの期間に行うこととされていま

したが、原則として、生後6か月に達するまでの期間に行うこととされました (*)。

*例外措置0薙助 、ヾ医学的に不適当であると判断された場合)

生後6か月に達するまでの期間に、医学的に接種をイラことが不適当であると判断された乳児につ

いては、1歳に達するまでの期間に、法に基づかない BCG接種として、区糾 勧主動 している場

合があります。

○ 今後|よ ま婦 防接種の実施主体である各区市町村長が、生後6か月に達するまで

の期間に BCG接種を完了するよう、地域の医師会や近隣の自治体との十分な連携、

乳幼児健康診断との同0妾赳触 個別接種の推進等により、接種の機会を確保臥 接種

率の向上を図ることが必要です。

また、未接種者へのフォローや県働き家庭等に対する予防接種を受けやすい体制整

備を検討してい<必要があります。

○ 取扱いが変更になる前の都における BCGの接種率は、生後6か月 8寺点で|よ 特別

区部95.3°/c市町村部63.9°/m生後1年時点で、特別区部98:O°/Q市町

村部91.〇 %となつています (特別図訓よ 2001年ヽ市町村音剛ま、2004年
の数値)。
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* BCG接種状況(特別区部・市町村部)

(%) BCG掲 そヨ種 1大 がK%)
100

80

60

40

20

0

<備考>特別区部は2001年、市町村部は2004年の数値

○ 都|よ BCG接種技術の確保・向上のため、必要な調査・研究を行うとともに、保

健所職員や医療関係者等を対象にした講習会や研修等を積極的に推進して行<こと

により、予防対策の拡充に努めていきます。

(2)健康診断 (定期検診・定期外検診)

○ 結核患者の発見を力法別に分析すると、医療機関での受診によるものが大きな割合

を占めていますが、健康診断によるものも2害」を超えており、患者本人の治療はもと

より、社会への感染拡大防止の観点からも、健康診断は有効な手法となつています。

都における発見方法別新登録患者数(平成15年)

鮮 位 :件抑

総 ・ 数 中 健 康 診 断 そ の 他 不  明

4,029 2,969 882 139 39

○ 健康診断は、大別、次のように区分されます。

① 定期検診

結核予防法に基づき、区市町村長、学校長、事業所の長、施設 (社会福祉施設等)

の長が行うもの。

② 定期外検診
結核予防法に基づま 者β道府県知事が、結核の予防上、特に必要があるこ認める

ときに、感染を疑う正当な理由がある者に対して行わせるもの。

③ 個別健康診断

結核予防法に基づかない健康診断。入学・就職のための健康診断、人間ドック等。

④ その他の集団検診

結核予防法以タトの法令、制度による集団櫛 2

0 定期検診で発見された患者は、約8害」が排菌していない段階にあり、早期発見のた

めに極めて有効な手段で硯 このため、都|よ 区市町村長、学校長等が行う定期検診

の積極的な支援を通じて、結核のまん延防止に努めていきます。

一

区 部

… ■■ ― ¬けmTホ寸書謳
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○ また、都が直面する現代型・都市型結核対策を進める上では、特にリスクの高い対

象に重点的な対応をとる必要があることから、都|よ 区市町本」との連携を図りながら、

以下の施策を推進していきます。

・ 第 1に、簡易宿泊所を中′いに、建設宿舎・サウすなどの利用者を文」象とした住所不

定者対策としての健康診断を重点的に行います。

・ 第2に、外国人の結核対策として、日将 護卦絆 生嘲果険未加入者を対象とした

特別対策としての検診を行うほか、タト国人一般を対象にした対策を充実していきま硯

・ 第3に、高齢者施設など、ハイリスクな人々が集まる施設の管理者に対しては、健

康診断の重要性や結核に関する正しい知識についての普及啓発を進めていきます。

。 第4に、集団感染対策として|よ 学習塾やベピーホテルなど、従業者が感染源とな

った場合に、深刻な影響を引き起こず可能性が高い事業所に文」する予防対策の充実を

図ります。

○ 以上の対策を進めるに際して|よ リスクに応じた効率的な健康診断 ぐ特に、定期検

言の を実施してい<た贔 地域の結核り患率硼 朗 やハイリスクグループの開 を的

確に把握臥 地域の実情に合わせた健康診断方法や対象を選定する必要があります。

○ 者5には、様々な地域特性があり、定期検診の実施にあたって|よ 全域を画一的に捉

えるのではな<、 各区市町村力ヽ り患率等の地域の実情を踏まえて対象者を選定する

ことが求められます。その際t国|よ 患者発見率0。 02～0.04%を 基準とする

ことを推奨しています。

また、選定した対象者に健康診断が確実かつ効果的に実施されたか否かを検証する

ため、受診率、要精密検査率、同受診氣 患者発見率などを的確に把握し 評価を行

うことが重要です。

○ 定期外検診|よ「徹 にかかっていると疑うに足りる正当な理由のある者」を対象

に行うものであり、集団感染などの場合における患者の早期発見 。早期治療及び感染

拡大防止の双方の観点から、極めて有効なものです。

ただし 感染源となつた患者の接触者力堆激の自治体にわたつて広域に居住するこ

とが多<迅速な対応がとりに<い側面があります。

そのため、都|よ 保健所間の連携を図り、総合的な調整を行い、積極的に対策を進

めていきます。
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(3)その他

○ 自覚症状などに基づ<、 医療機関での自発的な受診により発見された患者|よ 全体

の74%(2003年 (平成15年)の都内の実績)にのぼりますが、さらなる自発

的受診率の向上のため、普及啓発を進めていきます。

また、医g取 蓄護師など医療機関従事者に対して、最新の結核医療に関する矢口識

を膠得する機会を提供する研修 。講習会についても、充実していきます。

○ さらに、都市型結核を若年層について分析した際に述べたように、新登録患者を

職業別にみると、医師・看護師など医療系業務の従事者が高い割合を示しています。

従つて、院内感染対策についても、改めてその重要性が認識されなければなりま

せん。院内感染対策は、感染源をサーベイランスすることを基本に据え、換気のコ

ントロールなどの施設構造上の課題を含めた感染経路に関する対策や感染性のある

結核憲者に接する場合に、結核菌を透過させない特殊フィルターのついたマスクを

使用することなどの対策を徹底しなければなりません。

また、日院患者やデイケア等を利用する通所者に対しても十分な配慮が必要です。

都|よ 各種講習会や広報活動を通じて、院内感染防止に関する啓発活動を引き続

き行います。

○ なお、感染性結核患者について、結核予防法|よ 就業制限や結核療養所への入所

命令などを規定していますが、感染拡大防止の観点からは、周囲へ感染を拡大させ

るおそれのある状態を速やかに解消することが必要です。

このため、結核患者の発生に関する医師の届出が迅速に行われるとともに、患者

に対して、速やかな治療や入院を勧めることなど、感染拡大防止の仕組みを、都、

区市町村及び国の責任の下に、充実強化していきます。
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